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１．はじめに 

首都高速道路は 1964 年の第 1 回東京オリンピック

に向けて 1 号羽田線、都心環状線の整備が開始され、

現在では東京都区部とその周辺地域に 322.5km のネッ

トワークを有している。当初の整備区間は、完成から

50 年以上が経過し構造物の維持管理・更新が喫緊の課

題となっている。また、今後、他の区間でも同様の課

題が生じることが予想される。 

道路維持管理水準が悪化すると、自動車の走行速度

の低下、走行費用の増加が想定されるため、地域経済

に悪影響を及ぼすと考えられる。道路維持管理水準が

経済に及ぼす影響を分析した既往研究としては、Sato 

et al.（2007)1)がある。この研究では、道路交通ブロッ

ク、マクロ経済ブロックの二つのブロックで構成され

たモデルを用い、交通近接性と道路交通需要、マクロ

経済との関係を表現し、全国マクロの道路維持管理水

準が日本経済に及ぼす影響の分析を行っている。しか

し、近年のデータを用いた同様の研究や首都高速道路

を対象とした研究は見当たらない。そこで本研究では、

最新の時系列データを使用し、首都高速道路の維持管

理水準が首都圏経済に及ぼす影響を分析可能なモデ

ルを構築し、分析を行う。 

対象地域は、首都高速道路の沿線都市圏である首都

圏（東京、神奈川、埼玉、千葉）とする。 

 

２．モデル構築 

２－１ 概要 

本研究のモデルは、全国の道路の利用のしやすさ

（アクセシビリティ）がマクロ経済に影響を与えるこ

とを考慮した Sato et al.1)のマクロ計量経済モデルをベ

ースに構築する。Sato et al.1)のモデルでは、新規の道路

整備や維持・修繕・更新のための財源が自動車関連税

で賄われていることを考慮し、税収に応じて道路の修

繕頻度が決定される構造となっている。しかし、本研

究では、対象が都市高速道路であることから税収と修

繕頻度の関係を考慮せず、修繕頻度を外生変数として

設定する。また、大型車は特に路面に疲労を与えるも

のとし、大型車累積交通量が維持管理水準に影響する

と考える。首都高速道路における維持管理水準が首都

圏経済に及ぼす影響を考慮した地域計量経済モデル

のフローを図－1 に示す。 

 

図－1 モデルフロー 

 

２－２ モデルの定式化 

道路近接性は、地域間道路一般化所要時間の地域人

口による重み付け平均の逆数で定義し、(1)～(3)式で

表現する。 

また、道路近接性が各産業（運輸、その他）の潜在

的な生産力に影響を及ぼすことを仮定し、(4)式のと

おり生産関数を定式化することにより、地域経済に影

響を及ぼすことを仮定する。 
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ここで、t は年、r、s は地域、i は産業、ACC は道路

近接性、GT は道路一般化所要時間、T は最短所要時間、

Cost は走行費用、Toll は高速道路料金、V は潜在生産

力、LHR は平均労働時間、NW は就業者人口、ROW は

民間資本稼働率の指数、KP は民間資本ストックであ

る。𝑅𝑇𝑖𝑚𝑒、𝑅𝐶𝑜𝑠𝑡は、それぞれ首都高速道路の維持管理

水準の変化に伴う走行時間変化率、走行費用変化率で
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ある。その他の関数に関しては、基本的には従来モデ

ルの関数を踏襲する。 

道路近接性は、出発地を東京都（23 区、多摩（立川市）、

千葉市、横浜市、さいたま市）の 27 地域とし、到着地を 27

地域に加え北日本（仙台）、北中日本（宇都宮）、中日本

（名古屋）、西日本（大阪）とし、までの所要時間、所要費

用を用い算出する。 

 

２－３ 維持管理水準指標 

 道路維持管理水準の既存の評価指標として、ひび割

れ率・わだち掘れ量などを定量的に評価するMCIや平

坦性や乗り心地を客観的に評価するIRI、道路舗装に関

する費用と効果を総合的に考慮するPMSがある。 

 本研究では、交通量、走行速度・費用との関係につ

いて多くの研究蓄積があるMCIを指標として用いる。 

 

３．パラメータ推定と現況再現 

 パラメータ推定は、2001～2014年度の1都3県（東京、

神奈川、埼玉、千葉）の時系列データを用いて、最小

二乗法（OLS）により行う。 

 時系列データを用いて各関数のパラメータ推定を

行う際、時系列データが定常性を満たさない場合、パ

ラメータ推定結果の信頼性が小さいことが知られて

いる。定常性の検証はADFテストにより行う。定常性

の検証において、p値が0.2未満で定常と見なす。定常

性の検証結果（一部抜粋）を表－１に示す 

 

表－１ 定常性検証結果（生産関数関連） 

 

 

 各関数の推定は、定常性が検証された変数に適宜ダ

ミー変数を加え、符号条件を考慮し、10％水準で非有

意な変数は除いて推定を繰り返す減少法により行う。 

(4)’式に生産関数（運輸）のパラメータ推定式、表－

２に(4)’式の推定結果を示す。 
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表－２ 生産関数（運輸）のパラメータ推定結果 

 

 

推定された各関数を用いたモデルによる首都圏（１

都３県）の地域内総生産の推計値と実績値の平均絶対

誤差率（MAPE）は 0.706％程度となり、モデルの現況

再現性は非常に良いことが分かる。 

 

４．シミュレーション分析 

 ここでは、首都高速道路の修繕頻度の長期化が首都

圏の地域内総生産に及ぼす影響を分析する。大型車累

積交通量と MCI、MCI と走行速度変化率、走行費用変

化率の関係については、既往研究 1)に基づき設定する。

大型車累積交通量は、道路交通センサス一般交通量調

査から将来各年の交通量を設定し修繕年からの累積

とする。修繕頻度は、Case0（１年毎）、Case1（２年毎）、

Case2（３年毎）、Case（５年毎）を想定する。シミュ

レーション分析結果（Case 別の地域内総生産）を表－

３、地域内総生産の Case0 と比較した増減率を図－２

に示す。 

 

表－３ シミュレーション分析結果(地域内総生産） 

 
 

 
図－２ 地域内総生産の Case0 と比較した増減率 

 

 シミュレーション結果より、維持・修繕の実施間隔

の長期化は、地域内総生産を押し下げることが分かる。 

 

５．今後の課題 

 本研究では、首都高速道路の修繕頻度が首都圏経済

に及ぼす影響を分析したが、地域内総生産の変化が交

通需要に変化をもたらすことを考慮していない。この

ことを踏まえた推計は今後の課題である。 
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